
1. 委託費の名称

2. 事業の目的及び内容

(1) 目的

(2) 具体的な内容

3.

4. 委託費支出実績額 7,560 千円（Ａ）

5. 委託費における管理費

(1) 5,954 千円

(2) 588 千円

(3)

千円

千円

千円

6,542 千円

6. 外部への支出

(1) 外部に再委託されているものに関する支出

支出先

0 千円

千円

千円

千円

0 千円（Ｂ）

(2)

支出先

各委員 157 千円

各委員，研究員 264 千円

三徳飯田橋店等 6 千円

通信運搬費（アンケート切手代） 飯田橋郵便局 11 千円

報告書印刷 日本印刷（株） 220 千円

千円

千円

658 千円

7. その他

360 千円

千円

360 千円

8. 再委託等の割合 0.0 ％（Ｂ／Ａ）

その他の管理費

合計

合計

金額支出内容

合計

消費税及び地方消費税相当額

合計

会議費

金額内容

合計

委員謝金

金額

(1)以外の支出

旅費等（ヒアリングも含む）

支出内容

委託費支出明細書

金額

従前に行った調査の集大成としての位置づけとし、民間活力活用の
取組について実際に導入した事業体に対し、問題点などをどのよう
に解決・克服したかを調査、整理し、より一層の工業用水道事業者
における民間活力活用の検討・拡大を促すことを目的とする。

平成２２年度工業用水道事業調査（民間活力活用検討調査事業）

社団法人日本工業用水協会

調査は、全国152の工業用水道事業者を対象（244事業）に、アンケー
ト調査により民間活力活用の状況、今後の民間活力活用への取組等の
収集を行うとともに、民間活力活用を積極的に実施している5事業体へ
のヒアリングを実施するとともに、平成１６年度工業用水道ＰＦＩ事
業化調査で策定されたＰＦＩガイドライン基礎編の改定及び包括委託
に係るガイドライン実務編の策定を行った。また、下記ワーキンググ
ループの指導により、民間活力活用事業を受託している事業者へのア
ンケートも実施し、そのとりまとめも行っている。
これらのアンケート結果及びヒアリングをもとに、民間活力活用の阻
害要因（問題点・課題）の分析、民間活力活用を推進するための解決
策の提示を行うとともに、アンケート結果以外に地方公営企業年鑑
データも活用して全国の工業用水道事業で民間活力活用を実施した場
合（包括委託、ＰＦＩの各段階）のコスト削減効果の試算を行った。
なお、アンケート調査及び報告書のとりまとめに当たっては、「工業
用水道事業における民間活力活用検討調査ワーキンググループ」を設
置し、その指導のもと行った。

人件費

一般管理費

内容

委託先の特例民法法人の名称


